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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 上記売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ている。 

３ 第107期中間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 14,353 16,572 17,644 29,805 34,428

経常利益 (百万円) 487 237 496 760 987

中間(当期)純利益 (百万円) 259 124 101 386 621

純資産額 (百万円) 24,830 24,953 25,959 24,863 25,681

総資産額 (百万円) 35,619 38,106 38,397 37,079 38,345

１株当たり純資産額 (円) 456.86 459.36 467.95 457.62 472.86

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 4.77 2.28 1.86 7.11 11.44

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 4.69 2.26 ― 7.02 11.25

自己資本比率 (％) 69.7 65.5 66.3 67.1 67.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 764 69 2 1,723 2,079

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △421 △665 △518 △1,430 △1,794

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △137 △104 △113 △202 △1,071

現金及び現金同等物 
の中間(期末)残高 

(百万円) 7,620 6,879 6,188 7,498 6,817

従業員数 (名) 683 757 786 733 757



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 上記売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ている。 

３ 第107期中間の１株当たり配当額は中間配当基準日を８月31日としている。 

  

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 13,549 14,720 15,278 28,085 30,137

経常利益 (百万円) 375 182 358 665 768

中間(当期)純利益 (百万円) 195 88 9 347 461

資本金 (百万円) 10,951 10,951 10,951 10,951 10,951

発行済株式総数 (株) 54,435,098 54,435,098 54,435,098 54,435,098 54,435,098

純資産額 (百万円) 24,967 25,036 25,245 25,072 25,528

総資産額 (百万円) 34,702 36,051 35,755 36,127 36,116

１株当たり配当額 (円) 4 4 3.50 8 8

自己資本比率 (％) 71.9 69.4 70.6 69.4 70.7

従業員数 (名) 504 489 489 498 477



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。なお、当中間連結会計期間に上海肖瓦高分子商貿有限公司を設立し、非連結子会社とした。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特記すべき事項はない。 

  

部門 従業員数(名)

ポリエステル 363 

エマルジョン 131 

フェノール樹脂 52 

共通その他 240 

合計 786 

従業員数(名) 489 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益改善に伴う設備投資の増加、雇用情勢改善を背景とした個人消費

の緩やかな増加など、回復基調で推移した。一方、原油価格の更なる高騰や金利上昇懸念など、景気の先行き不透

明感は拭えない状況にある。 

当社グループ関連の合成樹脂業界においては、原油価格の更なる高騰に伴う原材料価格の一段高により厳しい事

業環境が続いている。 

このような情勢下、当社グループは、成長市場へ向けた新製品の開発、原材料価格高騰に対応した販売価格の是

正及び更なるコストダウンによる収益力の向上に注力し、業績改善に努めた。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高17,644百万円(前年中間期比1,072百万円増・同6.5％増)とな

り、経常利益は496百万円(前年中間期比259百万円増・同109.2％増)、中間純利益は101百万円(前年中間期比23百万

円減・同18.3％減)となった。 

以下、各部門の営業概況は次の通りである。 

  

ポリエステル部門 

汎用製品の不飽和ポリエステル樹脂(リゴラック)及びその二次製品である成形材料(リゴラックBMC及びリゴラッ

クSMC)は、建設資材分野や浄化槽等の住宅関連分野が増加したことにより売上高は前年中間期を上回った。 

ビニルエステル樹脂(リポキシ)は、民間設備投資が順調なことや電子材料分野の増加により前年中間期を上回っ

た。 

生分解性樹脂(ビオノーレ)は、農業資材用分野等全般的な伸び悩み等から、前年中間期を下回った。 

以上の結果から、ポリエステル部門の売上高は8,923百万円(前年中間期比9.5％増)となった。 

  

エマルジョン部門 

エマルジョン重合系樹脂(ポリゾール)は、塗料・接着分野の伸張、上海昭和高分子有限公司の増販及び原料価格

上昇に伴う販売価格の是正により、売上高は前年中間期を上回った。 

溶液重合系樹脂(ビニロール及びコーガム)は、塗料分野の伸張及び販売価格の是正により、売上高は前年中間期

を上回った。 

縮合系樹脂(ポリフィックス及びミルベン)は、繊維・接着分野の伸張及び販売価格の是正により、売上高は前年

中間期を上回った。 

以上の結果からエマルジョン部門の売上高は、4,749百万円(前年中間期比3.5％増)となった。 

  

フェノール樹脂部門 

フェノール樹脂部門は、原料価格上昇に伴う販売価格の是正等により増収になり、売上高は、2,477百万円(前年

中間期比4.4％増)となった。 

  

その他部門 

ハイパック部門は、医薬向けの落ち込み等があり、売上高は前年中間期を下回った。 

また、株式会社佐藤商行は電子材料関連の伸張等により売上高は前年中間期を上回った。 

以上の結果からその他部門の売上高は、1,495百万円(前年中間期比2.2％増)となった。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ629百万円の減少となり、当中間期

末残高は6,188百万円となった。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは営業利益の増加はあったが、原料価格の上昇に伴う運転資金の増加及び法

人税等の支払額の増加等により、前年中間期に比べ67百万円少ない２百万円の収入となった。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産取得による支出の減少等により、前年中間期に比べ

147百万円少ない518百万円の支出となった。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年中間期に比べ８百万円多い113百万円の支出となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ 金額は、販売価格による。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは見込生産である。したがって、受注状況について該当するものはない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりである。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

部門 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

ポリエステル 8,856 14.0 

エマルジョン 4,421 6.9 

フェノール樹脂 2,269 7.5 

その他 365 △4.1 

合計 15,910 10.5 

部門 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

ポリエステル 8,923 9.5 

エマルジョン 4,749 3.5 

フェノール樹脂 2,477 4.4 

その他 1,495 2.2 

合計 17,644 6.5 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が事業上及び財務上の対処すべき課題に

ついて、重要な変更及び新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年５月16日開催の当社取締役会において、昭和電工株式会社を完全親会社、当社を完全子会社とす

る株式交換を行うことを決議し、同日付にて、株式交換契約を締結した。また、同契約は平成18年６月29日開催の当

社定時株主総会において承認され、平成18年９月１日に株式交換が実施されている。 

(1) 株式交換の相手会社の名称等 

(2) 当該株式交換の目的 

当社は、昭和電工グループの機能性高分子事業の中核会社として、創業以来70年にわたって蓄積してきた独自の

技術を駆使し、人と環境の調和を目指し顧客ニーズを的確に反映した製品開発により成長を続けている。しかしな

がら、今後の機能性高分子事業においては、更なる競争の激化と顧客ニーズの多様化が予想され、当社が持続的な

成長を維持していくためには、昭和電工グループ全体の経営資源の積極的な活用による技術面、営業面でのシナジ

ー効果の早期顕現が不可欠であり、当社は株式交換により、昭和電工株式会社を完全親会社とすることにした。 

(3) 株式交換比率 

昭和電工株式会社は、株式交換に際して発行する普通株式30,551,428株を、株式交換日の前日の最終の当社の株

主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録された株主(実質株主を含む。)に対し、その所有する当社の普通

株式１株につき、昭和電工株式会社の普通株式0.90株の割合をもって割当交付する。ただし、昭和電工株式会社が

所有する当社の普通株式20,489,066株については、昭和電工株式会社の普通株式を割当交付しない。 

(4) 昭和電工株式会社の資産・負債(平成17年12月31日現在) 

  

名称： 昭和電工株式会社 

本店所在地： 東京都港区芝大門一丁目13番９号 

代表者の氏名： 取締役社長 高橋恭平 

資本金： 110,451百万円(平成17年12月31日現在) 

事業の内容： 石油化学製品、ガス製品、特殊化学品、電子・情報関連製品、

無機化学品、アルミニウム製品等の製造及び販売 

流動資産 205,589百万円   流動負債 262,265百万円

固定資産 562,346百万円   固定負債 304,336百万円

資産合計 767,935百万円   負債合計 566,601百万円

     資本合計 201,333百万円

     負債資本合計 767,935百万円



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発体制は、既在事業及びその周辺分野について、伊勢崎研究所及び龍野研究所を中心に、ま

た新規事業分野について、新規開発部及び総合研究所を中心に進められている。 

研究活動としては、ポリエステル部門、エマルジョン部門、フェノール樹脂部門、その他部門の各部門とも、基本

的には高機能指向と高付加価値分野への展開を軸としているが、環境変化の著しい今日において、事業戦略上、その

変化に対応して市場ニーズに的確にフィットした新製品の開発を積極的に進め、また既存製品の改良、改善を行い、

一層の差別化展開を図るべく研究開発を行っている。 

研究開発は全社共通のテーマをもって、ポリエステル部門、エマルジョン部門、フェノール樹脂部門、その他部門

で活動しており、関連開発費用については、それぞれの部門毎には、関連づけられない。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費としては、805百万円(売上高比4.6％)を投入した。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

特記事項なし。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項なし。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 昭和電工株式会社を完全親会社とする株式交換を平成18年９月１日に実施し、平成18年８月28日に東京証券取引所市場第一

部の上場廃止となった。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 平成18年９月１日に昭和電工株式会社を完全親会社とする株式交換を行った。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 87,700,000

計 87,700,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 54,435,098 54,435,098 非上場 ― 

計 54,435,098 54,435,098 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 54,435,098 ― 10,951 ― 9,912

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

昭和電工株式会社 東京都港区芝大門１丁目13番９号 54,435 100.0

計 ― 54,435 100.0



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

該当事項なし。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

２ 昭和電工株式会社を完全親会社とする株式交換により平成18年８月28日に東京証券取引所市場第一部の上場廃止となり、

最終取引日である平成18年８月25日までの株価について記載している。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

54,435,098 
54,435 ― 

単元未満株式 ― ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 54,435,098 ― ― 

総株主の議決権 ― 54,435 ― 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 447 451 457 457 461 ―

最低(円) 415 405 369 387 414 ―



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成している。 

  

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してい

る。 

  

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、監査法人不二会計事務所により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    2,295 1,321   2,247 

２ グループ内預け金 ※２  4,584 4,867   4,570 

３ 受取手形及び売掛金 ※3,5  9,559 10,175   9,802 

４ たな卸資産    3,332 3,517   3,273 

５ 未収入金 ※4,5  2,764 2,671   2,395 

６ その他    370 445   279 

貸倒引当金    △59 △77   △69 

流動資産合計    22,846 60.0 22,920 59.7   22,497 58.7

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物   5,005   5,125 5,097   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   3,049   3,127 3,127   

(3) 土地   1,735   1,735 1,735   

(4) その他   1,044 10,834 840 10,827 1,045 11,005 

２ 無形固定資産    641 551   614 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   3,246   3,497 3,752   

(2) その他   599   743 603   

 貸倒引当金   △59 3,786 △140 4,100 △125 4,230 

固定資産合計    15,260 40.0 15,478 40.3   15,848 41.3

資産合計    38,106 100.0 38,397 100.0   38,345 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※５  8,011 8,714   8,612 

２ 短期借入金    618 967   850 

３ １年以内償還予定の 
転換社債    930 ―   ― 

４ 賞与引当金    357 373   347 

５ 環境改善引当金    ― 200   ― 

６ その他    1,956 1,201   1,315 

流動負債合計    11,871 31.1 11,454 29.8   11,124 29.0

Ⅱ 固定負債          

１ 長期預り金    309 299   305 

２ 退職給付引当金    219 178   209 

３ 役員退職慰労引当金    16 20   19 

４ その他    353 487   557 

固定負債合計    897 2.4 984 2.6   1,090 2.8

負債合計    12,769 33.5 12,438 32.4   12,214 31.8

(少数株主持分)          

少数株主持分    385 1.0 ― ―   450 1.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    10,951 28.7 ― ―   10,951 28.6

Ⅱ 資本剰余金    9,912 26.0 ― ―   9,912 25.9

Ⅲ 利益剰余金    3,533 9.3 ― ―   3,813 9.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    642 1.7 ― ―   992 2.6

Ⅴ 為替換算調整勘定    △53 △0.1 ― ―   50 0.1

Ⅵ 自己株式    △33 △0.1 ― ―   △37 △0.1

資本合計    24,953 65.5 ― ―   25,681 67.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計    38,106 100.0 ― ―   38,345 100.0

           



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― 10,951   ― 

２ 資本剰余金    ― 9,912   ― 

３ 利益剰余金    ― 3,697   ― 

株主資本合計    ― ― 24,560 64.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 876   ― 

２ 為替換算調整勘定    ― 37   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 913 2.3   ― ―

Ⅲ 少数株主持分    ― ― 487 1.3   ― ―

純資産合計    ― ― 25,959 67.6   ― ―

負債純資産合計    ― ― 38,397 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    16,572 100.0 17,644 100.0   34,428 100.0

Ⅱ 売上原価    13,016 78.5 13,886 78.7   26,883 78.1

売上総利益    3,556 21.5 3,759 21.3   7,545 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,285 19.9 3,244 18.4   6,543 19.0

営業利益    271 1.6 515 2.9   1,002 2.9

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息及び配当金   77   27 118   

２ その他   29 107 0.6 11 38 0.2 101 219 0.7

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   17   28 39   

２ 株式交換関連費用   ―   19 ―   

３ 開発製品関連費用   55   ― 56   

４ 設備工事期間 
  停止費用   35   ― 35   

５ その他   33 140 0.8 11 57 0.3 105 234 0.7

経常利益    237 1.4 496 2.8   987 2.9

Ⅵ 特別利益          

   投資有価証券売却益   ― ― ― ― ― ― 43 43 0.1

Ⅶ 特別損失          

 １ 環境改善関連費用   ―   279 ―   

 ２ 投資有価証券評価損   ―   37 ―   

 ３ 貸倒引当金繰入額   ―   15 ―   

 ４ 施設利用会員権 
   評価損等   ―   ― 83   

 ５ 投資有価証券売却損   ― ― ― ― 331 1.9 4 87 0.3

税金等調整前 
中間(当期)純利益    237 1.4 165 0.9   943 2.7

法人税、住民税 
及び事業税   25   79 214   

法人税等調整額   82 107 0.7 △48 31 0.1 72 286 0.8

少数株主利益    7 0.0 33 0.2   36 0.1

中間(当期)純利益    124 0.7 101 0.6   621 1.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,912 9,912

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

9,912 9,912

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,612 3,612

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間(当期)純利益 124 621  

連結子会社増加に伴う 
増加高 

14 138 14 635

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金 217 217 435 435

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

3,533 3,813

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分である。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,951 9,912 3,813 △37 24,639 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △217   △217 

 中間純利益     101   101 

 自己株式の取得       △10 △10 

 株式交換による振替       48 48 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― △116 37 △79 

平成18年９月30日残高(百万円) 10,951 9,912 3,697 ― 24,560 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 992 50 1,042 450 26,131 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)         △217 

 中間純利益         101 

 自己株式の取得         △10 

 株式交換による振替         48 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △116 △13 △129 36 △92 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △116 △13 △129 36 △171 

平成18年９月30日残高(百万円) 876 37 913 487 25,959 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 237 165 943

減価償却費  536 579 1,142

連結調整勘定償却額  ― ― 1

のれん償却額  ― 1 ―

貸倒引当金の増加額・ 
減少額(△) 

 △0 23 10

賞与引当金の増加額  12 26 2

環境改善関連費用  ― 279 ―

退職給付引当金の 
減少額(△) 

 △147 △31 △157

役員退職慰労引当金の 
増加額・減少額(△) 

 △149 1 △146

受取利息及び受取配当金  △77 △27 △118

支払利息  17 28 39

為替差損・差益(△)  △2 0 △2

有形固定資産売却・ 
除却損 

 4 0 4

有形固定資産売却益  △2 ― △2

投資有価証券売却益  ― ― △43

投資有価証券評価損  ― 37 4

その他の投資等売却・ 
除却損 

 25 14 43

施設利用会員権評価損等  ― ― 83

売上債権の増加額(△)  △391 △716 △298

たな卸資産の 
増加額(△)・減少額 

 152 △240 246

その他の流動資産等の 
増加額(△)・減少額 

 △62 △48 98

仕入債務の増加額・ 
減少額(△) 

 △343 91 202

その他の流動負債の 
増加額 

 229 13 124

その他の固定負債の 
増加額・減少額(△) 

 7 △2 5

小計  45 192 2,178

利息及び配当金の受取額  77 27 118

利息の支払額  △14 △25 △34

環境改善関連費用の 
支払額 

 ― △35 ―

法人税等の支払額  △39 △157 △184

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 69 2 2,079



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形・無形固定資産の 
取得による支出 

 △653 △431 △1,853

有形固定資産の 
売却による収入 

 2 ― 2

投資有価証券の 
取得による支出 

 △2 △2 △4

投資有価証券の 
売却による収入 

 ― 1 129

子会社への 
出資による支出 

 ― △72 ―

貸付による支出  △1 △2 △1

貸付金の回収による収入  6 4 11

その他の投資の 
取得による支出 

 △21 △13 △81

その他の投資の 
回収による収入 

 4 5 11

預り保証金の償還  ― △9 △7

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △665 △518 △1,794

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入による収入  120 117 304

転換社債の償還による 
支出 

 ― ― △930

自己株式の取得による 
支出 

 △4 △10 △9

配当金の支払額  △219 △218 △435

少数株主への配当金の 
支払額 

 △1 △1 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △104 △113 △1,071

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 16 △0 39

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
減少額(△) 

 △684 △629 △746

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 7,498 6,817 7,498

Ⅶ 新規連結に伴う 
現金及び現金同等物の 
増加額 

 65 ― 65

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 6,879 6,188 6,817

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ４社 

ハイパック株式会社 

上海昭和高分子有限

公司 

(1) 連結子会社の数 ４社 

ハイパック株式会社 

上海昭和高分子有限

公司 

(1) 連結子会社の数 ４社 

ハイパック株式会社 

上海昭和高分子有限

公司 

  株式会社佐藤商行 

エターナルショウワ

ハ イ ポ リ マ ー

Co.,Ltd. 

なお、株式会社佐藤商

行は、前連結会計年度

において非連結子会社

であったが、重要性が

増したことから、当中

間連結会計期間より新

たに連結の範囲に含め

た。 

株式会社佐藤商行 

エターナルショウワ

ハ イ ポ リ マ ー

Co.,Ltd. 

  

株式会社佐藤商行 

エターナルショウワ

ハ イ ポ リ マ ー

Co.,Ltd. 

なお、株式会社佐藤商

行は、前連結会計年度

において非連結子会社

であったが、重要性が

増したことから、当連

結会計年度より新たに

連結の範囲に含めた。 

  (2) 非連結子会社数 

該当事項なし。 

  

  

(2) 非連結子会社数 １社 

上海肖瓦高分子商貿

有限公司 

(連結の範囲から除いた理

由) 

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結

の範囲から除外してい

る。 

(2) 非連結子会社数 

該当事項なし。 

  

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法を適用した非連

結子会社数 

該当事項なし。 

(1) 持分法を適用した非連

結子会社数 

該当事項なし。 

(1) 持分法を適用した非連

結子会社数 

該当事項なし。 

  (2) 持分法を適用した関連 

会社数 

該当事項なし。 

(2) 持分法を適用した関連 

会社数 

該当事項なし。 

(2) 持分法を適用した関連

会社数 

該当事項なし。 

  (3) 持分法を適用していな

い関連会社(プラス産

業㈱他)は、中間連結

純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ため、持分法の適用範

囲から除外している。 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社(上海

肖瓦高分子商貿有限公

司)及び関連会社(プラ

ス産業㈱他)は、中間

連結純損益及び連結利

益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が

ないため、持分法の適

用範囲から除外してい

る。 

(3) 持分法を適用していな

い関連会社(プラス産

業㈱他)は、連結当期

純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ため、持分法の適用範

囲から除外している。 



  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項 

連結子会社であるハイパッ
ク株式会社、上海昭和高分
子有限公司及びエターナル
ショウワハイポリマー
Co.,Ltd.の中間決算日は平
成17年６月30日であり、中
間連結財務諸表の作成にあ
たっては、同中間決算日現
在の中間財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を
行っている。 

連結子会社のうちハイパッ
ク株式会社、上海昭和高分
子有限公司及びエターナル
ショウワハイポリマー
Co.,Ltd.の３社の中間決算
日は平成18年６月30日であ
り、中間連結財務諸表の作
成にあたっては、同中間決
算日現在の中間財務諸表を
使用し、中間連結決算日と
の間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っている。 

連結子会社のうちハイパッ
ク株式会社、上海昭和高分
子有限公司及びエターナル
ショウワハイポリマー
Co.,Ltd.の３社の決算日は
平成17年12月31日であり、
連結財務諸表の作成にあた
っては、同決算日現在の財
務諸表を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要
な調整を行っている。 

４ 会計処理基準に関
する事項 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
…中間連結決算日の
市場価格等に基づく
時価法を採用してい
る。(評価差額は全
部資本直入法により
処理し、売却原価は
総平均法による。) 
  
時価のないもの 
…総平均法による原
価法を採用してい
る。 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
…中間連結決算日の
市場価格等に基づく
時価法を採用してい
る。(評価差額は全
部純資産直入法によ
り処理し、売却原価
は 総 平 均 法 に よ
る。) 
時価のないもの 
…総平均法による原
価法を採用してい
る。 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
…連結決算日の市場
価格等に基づく時価
法を採用している。
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は総平
均法による。) 
  
時価のないもの 
…総平均法による原
価法を採用してい
る。 

  ②たな卸資産 
総平均法による原価法
を採用している。 

②たな卸資産 
同左 

②たな卸資産 
同左 

  (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 
有形固定資産及び無形
固定資産については、
定額法によっている。
なお、取得価額10万円
以上20万円未満の少額
減価償却資産について
は、一括償却資産とし
て、３年間で均等償却
する方法によってい
る。また、自社利用の
ソフトウェアについて
は、社内における利用
可能期間(５年)に基づ
く定額法を採用してい
る。 
なお、主な耐用年数は
以下のとおりである。 

建物及び 
構築物 

２～60年

機械装置 
及び運搬具 

２～17年

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 
同左 

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 
同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基
準 
①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(3) 重要な引当金の計上基
準 
①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基
準 
①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員に支給する賞与

に充てるため、下半期

支給見込額の当中間期

期間対応分を計上して

いる。 

②賞与引当金 

同左 

  

②賞与引当金 

従業員に支給する賞与

に充てるため、次期上

半期支給見込額の当期

期間対応分を計上して

いる。 

  ――――― ③環境改善引当金 

環境改善に伴い今後一

年間に発生する費用及

び損失に備えるため、

その発生の見込額を計

上している。 

――――― 

  ③退職給付引当金 

従業員(執行役員・理

事を除く)の退職給付

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

している。 

なお、数理計算上の差

異は、発生年度におい

て全額費用処理してい

る。 

当社の執行役員・理事

については、平成17年

６月度をもって退職金

制度を廃止したため、

引当金残高を取り崩

し、当中間連結会計期

間末未払額については

流動負債「その他」に

含めている。 

④退職給付引当金 

従業員(執行役員・参

与を除く)の退職給付

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

している。 

なお、数理計算上の差

異は、発生年度におい

て全額費用処理してい

る。 

  

③退職給付引当金 

従業員(執行役員・理

事を除く)の退職給付

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務及び年金資

産に基づき、当連結会

計年度末において発生

していると認められる

額を計上している。 

なお、数理計算上の差

異は、発生年度におい

て全額費用処理してい

る。 

当社の執行役員・理事

については、平成17年

６月をもって退職金制

度を廃止したため、引

当金残高を取り崩し、

当連結会計年度末未払

額については流動負債

の「その他」に含めて

いる。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ④役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社の役

員については退任時の

退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を

計上している。 

当社は平成17年６月29

日の定時株主総会の終

結時をもって役員退職

慰労金制度を廃止した

ため、引当金残高を取

り崩し、当中間連結会

計期間末未払額につい

ては流動負債「その

他」及び固定負債「そ

の他」に含めている。 

⑤役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社の役

員については退任時の

退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を

計上している。 

④役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社の役

員については退任時の

退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上

している。 

当社は平成17年６月29

日の定時株主総会の終

結時をもって役員退職

慰労金制度を廃止した

ため、引当金残高を取

り崩し、当連結会計年

度末未払額については

流動負債「その他」及

び固定負債「その他」

に含めている。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られる以外のファイナ

ンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じ

た会計処理によってい

る。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっ

ている。なお、振当処

理の要件を満たす為替

予約については振当処

理によっている。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

製品等輸出入による

外貨建売上債権・仕

入債務 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  

  ③ヘッジ方針 

基本的に外貨建金銭債

権債務の残高の範囲内

で、為替相場の変動リ

スクを軽減するため、

外貨建取引毎に、個別

為替予約を行ってい

る。 

③ヘッジ方針 

同左 

  

③ヘッジ方針 

同左 

  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ④ヘッジの有効性評価の

方法 

為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一

金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の

為替相場の変動による

相関関係は完全に確保

されているので中間連

結決算日における有効

性の評価を省略してい

る。 

④ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

④ヘッジの有効性評価の

方法 

為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一

金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の

為替相場の変動による

相関関係は完全に確保

されているので連結決

算日における有効性の

評価を省略している。 

  

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

   消費税等の会計処理 

税抜方式によってい

る。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

手許資金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資である。 

同左 同左 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用している。これによる損

益に与える影響はない。 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用している。これによる損益に

与える影響はない。 

――――― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は25,473百万円であ

る。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成してい

る。 

――――― 

  

――――― 

  

(企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号)を適用し

ている。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりである。 

――――― 

  

  (中間連結キャッシュ・フロー計算

書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当中

間連結会計期間から「のれん償却

額」として表示している。 

  



(追加情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(たな卸資産の評価基準及び評価方

法) 

 従来、補助材料については重要性

が乏しく、簡便な最終仕入原価法を

採用していたが、新たな基幹業務シ

ステムを平成16年11月より導入した

ことに伴い、11月度より総平均法に

よる原価法に変更した。この変更は

主要原材料の評価基準及び評価方法

と統一し、本来の会計処理に改める

ことを目的としたものである。従っ

て前中間連結会計期間は従来の方法

によっているが、当中間連結会計期

間と同一の方法を採用した場合と比

べ、損益への影響は軽微である。 

――――― 

  

――――― 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、19,791百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、20,836百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、20,339百万円である。 

※２ グループ内預け金は、昭和電

工㈱の子会社である昭和ファ

イナンス㈱に対する預け金で

あり、昭和電工グループ内の

資金を一元化して効率活用す

ることを目的としている。 

※２     同左 ※２     同左 

  

※３ 受取手形割引高は、67百万円

である。 

※３ 受取手形割引高は、322百万

円である。 

※３ 受取手形割引高は、332百万

円である。 

※４ 受取手形の譲渡代金2,657百

万円を未収入金に計上してい

る。 

※４ 受取手形の譲渡代金2,636百

万円を未収入金に計上してい

る。 

※４ 当連結会計年度末において、

受取手形の譲渡代金のうち資

金化していない金額を未収入

金に計上している。 

譲渡高 2,579百万円

未収入金 2,379百万円

――――― 

  

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

   当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったが、

同日に決済が行われたものと

して処理している。 

   当中間連結会計期間末日の満

期手形は次のとおりである。 

受取手形 13百万円

受取手形
割引高 

62百万円

未収入金
(受取手形 
譲渡代金) 

440百万円

支払手形 119百万円

――――― 

  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

給料手当 891百万円

販売物流費 690百万円

賞与引当金 
繰入額 

190百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

7百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

給料手当 887百万円

販売物流費 667百万円

賞与引当金
繰入額 

192百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

2百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

給料手当 1,803百万円

販売物流費 1,393百万円

賞与引当金 
繰入額 

186百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

10百万円

２ 当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当期において予定してい

る利益処分による固定資産圧

縮積立金等の取崩しを前提と

して金額を計算している。 

――――― ――――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加の内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加 23,580株 

減少の内訳は、次の通りである。 

 昭和電工株式会社を完全親会社とする株式交換による減少 149,996株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 54,435 ― ― 54,435

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 126,416 23,580 149,996 ―

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 217 4 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年９月29日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 190 3.50 平成18年８月31日 平成18年10月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,295百万円

グループ内 
預け金勘定 

4,584百万円

現金及び現金同等物 6,879百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,321百万円

グループ内 
預け金勘定 

4,867百万円

現金及び現金同等物 6,188百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,247百万円

グループ内
預け金勘定 

4,570百万円

現金及び現金同等物 6,817百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

有形固定資産「その他」 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高の

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算

定している。 

(工具器具備品)  

取得価額相当額 3百万円

減価償却累計額 
相当額 

3百万円

中間期末残高 
相当額 

0百万円

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

――――― 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

有形固定資産「その他」 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高の有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

(工具器具備品)  

取得価額相当額 3百万円

減価償却累計額 
相当額 

3百万円

期末残高相当額 0百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高の有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

１年以内 0百万円

１年超 0百万円

計 0百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

――――― 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より算定している。 

１年以内 0百万円

１年超 ―百万円

計 0百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 0百万円

減価償却費 
相当額 

0百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 0百万円

減価償却費
相当額 

0百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費 
相当額 

1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格である。 

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格である。 

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格である。 

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 614 1,704 1,090

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 
非上場株式 

1,429

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 657 2,143 1,486

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 
非上場株式 

1,310

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 607 2,292 1,684

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 
非上場株式 

1,348



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

該当事項なし。(ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。) 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

該当事項なし。(ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。) 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

該当事項なし。(ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。) 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項なし。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、合成樹脂製品セグメントの売上高及び営

業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超である

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計額に占める

「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア……中国、韓国、東南アジア 

 (2) その他……北米、欧州 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  アジア その他 計 

海外売上高(百万円) 2,240 165 2,404 

連結売上高(百万円)   16,572 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
13.5 1.0 14.5 

  アジア その他 計 

海外売上高(百万円) 2,780 397 3,177 

連結売上高(百万円)   17,644 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
15.8 2.2 18.0 

  アジア その他 計 

海外売上高(百万円) 5,095 452 5,547 

連結売上高(百万円)   34,428 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
14.8 1.3 16.1 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 459.36円 467.95円 472.86円 

１株当たり中間(当期)純利益 2.28円 1.86円 11.44円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

2.26円 ―円 11.25円 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損
益計算書)上の中間(当期)純
利益(百万円) 

124 101 621

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円) 

124 101 621

普通株式の期中平均株式数
(株) 

54,326,691 54,320,615 54,321,212

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた中間(当期)純利益調整
額の主要な内訳(百万円) 

 

支払利息 
(税額相当額控除後) 

2 ― 4

中間(当期)純利益調整額
(百万円) 

2 ― 4

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要
な内訳(株) 

 

転換社債 1,291,666 ― 1,284,589

普通株式増加数(株) 1,291,666 ― 1,284,589



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項なし。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、平成18年５月16日開催の当社取締役会において、昭和電工株式会社を完全親会社、当社を完全子会社と

する株式交換を行なうことを決議し、同日付にて株式交換契約書を締結した。また、同契約は平成18年６月29日開

催の当社定時株主総会において承認を受けた。 

(1) 株式交換の相手会社の名称等 

(2) 当該株式交換の目的 

当社は、昭和電工グループの機能性高分子事業の中核会社として、創業以来70年にわたって蓄積してきた独自の

技術を駆使し、人と環境の調和を目指し顧客ニーズを的確に反映した製品開発により成長を続けている。しかしな

がら、今後の機能性高分子事業においては、更なる競争の激化と顧客ニーズの多様化が予想され、当社が持続的な

成長を維持していくためには、昭和電工グループ全体の経営資源の積極的な活用による技術面、営業面でのシナジ

ー効果の早期顕現が不可欠であり、当社は株式交換により、昭和電工株式会社を完全親会社とすることにした。 

(3) 株式交換比率 

昭和電工株式会社は、株式交換に際して発行する普通株式30,551,428株を、株式交換日の前日の最終の当社の株

主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録された株主(実質株主を含む。)に対し、その所有する当社の普通

株式１株につき、昭和電工株式会社の普通株式0.90株の割合をもって割当交付する。ただし、昭和電工株式会社が

所有する当社の普通株式20,489,066株については、昭和電工株式会社の普通株式を割当交付しない。 

(4) 株式交換の日 

平成18年９月１日 

(5) 昭和電工株式会社の資産・負債(平成17年12月31日現在) 

名称： 昭和電工株式会社 

本店所在地： 東京都港区芝大門一丁目13番９号 

代表者の氏名： 取締役社長 高橋 恭平 

資本金： 110,451百万円(平成17年12月31日現在) 

事業の内容： 石油化学製品、ガス製品、特殊化学品、電子・情報関連製品、 

無機化学品、アルミニウム製品等の製造及び販売 

流動資産 205,589百万円   流動負債 262,265百万円 

固定資産 562,346百万円   固定負債 304,336百万円 

資産合計 767,935百万円   負債合計 566,601百万円 

      資本合計 201,333百万円 

      負債資本合計 767,935百万円 



(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    2,024 1,069   1,968 

２ グループ内預け金 ※３  4,584 4,867   4,570 

３ 受取手形    906 944   937 

４ 売掛金    7,940 8,219   8,174 

５ たな卸資産    2,739 2,829   2,704 

６ 未収入金 ※4,6  2,773 2,675   2,420 

７ その他    733 775   663 

貸倒引当金    △7 △1   △1 

流動資産合計    21,692 60.2 21,376 59.8   21,436 59.4

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   3,437   3,337 3,423   

(2) 機械装置   2,172   2,065 2,111   

(3) 土地   1,735   1,735 1,735   

(4) その他   1,668   1,701 1,693   

計    9,012 8,838   8,962 

２ 無形固定資産    487 404   455 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   3,272   3,510 3,758   

(2) その他   1,647   1,768 1,629   

貸倒引当金   △59   △140 △125   

計    4,859 5,138   5,262 

固定資産合計    14,359 39.8 14,379 40.2   14,679 40.6

資産合計    36,051 100.0 35,755 100.0   36,116 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    7,187 7,990   7,952 

２ １年以内償還予定 
  の転換社債    930 ―   ― 

３ 賞与引当金    347 359   338 

４ 環境改善引当金    ― 200   ― 

５ その他 ※５  1,675 1,004   1,236 

流動負債合計    10,139 28.1 9,553 26.7   9,526 26.4

Ⅱ 固定負債          

１ 長期預り金    309 299   305 

２ 退職給付引当金    219 178   209 

３ その他    348 480   548 

固定負債合計    876 2.5 957 2.7   1,061 2.9

負債合計    11,015 30.6 10,511 29.4   10,587 29.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    10,951 30.4 ― ―   10,951 30.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   9,912   ― 9,912   

資本剰余金合計    9,912 27.5 ― ―   9,912 27.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   657   ― 657   

２ 任意積立金   189   ― 189   

 ３ 中間(当期)未処 
   分利益   2,727   ― 2,882   

   利益剰余金合計    3,573 9.9 ― ―   3,729 10.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    632 1.7 ― ―   973 2.7

Ⅴ 自己株式    △33 △0.1 ― ―   △37 △0.1

資本合計    25,036 69.4 ― ―   25,528 70.7

負債資本合計    36,051 100.0 ― ―   36,116 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― 10,951   ― 

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   9,912 ―   

資本剰余金合計    ― 9,912   ― 

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   657 ―   

(2) その他利益剰余金          

固定資産圧縮 
積立金   ―   172 ―   

特別償却準備金   ―   7 ―   

繰越利益剰余金   ―   2,685 ―   

利益剰余金合計    ― 3,521   ― 

株主資本合計    ― ― 24,384 68.2   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 861   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 861 2.4   ― ―

純資産合計    ― ― 25,245 70.6   ― ―

負債純資産合計    ― ― 35,755 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    14,720 100.0 15,278 100.0   30,137 100.0

Ⅱ 売上原価    11,460 77.9 11,978 78.4   23,375 77.6

売上総利益    3,260 22.1 3,300 21.6   6,761 22.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    3,040 20.6 2,955 19.3   5,977 19.8

営業利益    221 1.5 345 2.3   785 2.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  103 0.7 44 0.2   162 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  141 1.0 31 0.2   179 0.6

経常利益    182 1.2 358 2.3   768 2.5

Ⅵ 特別利益    ― ― ― ―   43 0.2

Ⅶ 特別損失 ※３  ― ― 331 2.1   87 0.3

税引前中間(当期) 
純利益    182 1.2 27 0.2   724 2.4

法人税、住民税 
及び事業税   10   63 176   

法人税等調整額   84 94 0.6 △46 17 0.1 87 263 0.9

中間(当期)純利益    88 0.6 9 0.1   461 1.5

前期繰越利益    2,639 ―   2,639 

中間配当額    ― ―   217 

中間(当期)未処分利益    2,727 ―   2,882 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) １ 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分である。 

２ 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりである。 

固定資産圧縮積立金の取崩   ３百万円 

特別償却準備金の取崩     ３百万円 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,951 9,912 9,912 

中間会計期間中の変動額       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(百万円) 10,951 9,912 9,912 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余合計

固定資産 
圧縮積立金 

特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 657 177 12 2,882 3,729 △37 24,555 

中間会計期間中の変動額               

 利益処分による配当(注)１       △217 △217   △217 

 中間純利益       9 9   9 

 自己株式の取得           △10 △10 

 株式交換による振替           48 48 

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 (注)２   △5   5 ―   ― 

 特別償却準備金の取崩(注)２     △5 5 ―   ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △5 △5 △198 △208 37 △171 

平成18年９月30日残高(百万円) 657 172 7 2,685 3,521 ― 24,384 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 973 973 25,528 

中間会計期間中の変動額       

 利益処分による配当(注)１     △217 

 中間純利益     9 

 自己株式の取得     △10 

 株式交換による振替     48 

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 (注)２     ― 

 特別償却準備金の取崩(注)２     ― 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △113 △113 △113 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △113 △113 △284 

平成18年９月30日残高(百万円) 861 861 25,245 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

(1) 有価証券 (1) 子会社株式及び関連会

社株式 

総平均法による原価

法を採用している。 

(1) 子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法を採用している。

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は総平

均法による。) 

時価のないもの 

…総平均法による原

価法を採用してい

る。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法を採用している。

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は総

平均法による。) 

時価のないもの 

…総平均法による原

価法を採用してい

る。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格

等に基づく時価法を

採用している。(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は総平均法

による。) 

時価のないもの 

…総平均法による原

価法を採用してい

る。 

(2) たな卸資産 総平均法による原価法を採

用している。 

同左 

  

同左 

  

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産及び無形固定

資産については、定額法に

よっている。なお、取得価

額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産について

は、一括償却資産として、

３年間で均等償却する方法

によっている。また、自社

利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額

法を採用している。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりである。 

建物 
及び構築物 

２～60年

機械装置 
及び運搬具 

２～17年

同左 同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与

に充てるため、下半期

支給見込額の当中間期

期間対応分を計上して

いる。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与

に充てるため、次期上

半期支給見込額の当期

期間対応分を計上して

いる。 

  ――――― (3) 環境改善引当金 

環境改善に伴い今後一

年間に発生する費用及

び損失に備えるため、

その発生の見込額を計

上している。 

――――― 

  (3) 退職給付引当金 

従業員(執行役員・理

事を除く)の退職給付

に備えるため、当期末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末

において発生している

と認められる額を計上

している。 

なお、数理計算上の差

異は、発生年度におい

て全額費用処理をして

いる。 

執行役員・理事につい

ては、平成17年６月度

をもって退職金制度を

廃止したため、引当金

残高を取り崩し、当中

間会計期間末未払額に

ついては流動負債「そ

の他」に含めている。 

(4) 退職給付引当金 

従業員(執行役員・参

与を除く)の退職給付

に備えるため、当期末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末

において発生している

と認められる額を計上

している。 

なお、数理計算上の差

異は、発生年度におい

て全額費用処理をして

いる。 

(3) 退職給付引当金 

従業員(執行役員・理

事を除く)の退職給付

に備えるため、当期末

における退職給付債務

及び年金資産に基づ

き、当期末において発

生していると認められ

る額を計上している。 

なお、数理計算上の差

異は、発生年度におい

て全額費用処理をして

いる。 

執行役員・理事につい

ては、平成17年６月を

もって退職金制度を廃

止したため、引当金残

高を取り崩し、当期末

未払額については流動

負債「未払金」に含め

ている。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

平成17年６月29日の定

時株主総会の終結時を

もって役員退職慰労金

制度を廃止したため、

引当金残高を取り崩

し、当中間会計期間末

未払額については流動

負債「その他」及び固

定負債「その他」に含

めている。 

――――― (4) 役員退職慰労引当金 

平成17年６月29日の定

時株主総会の終結時を

もって役員退職慰労金

制度を廃止したため、

引当金残高を取り崩

し、当期末未払額につ

いては流動負債「未払

金」及び固定負債「そ

の他」に含めている。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっ

ている。なお、振当処

理の要件を満たす為替

予約については振当処

理によっている。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

製品等輸出入による

外貨建売上債権・仕

入債務 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

基本的に外貨建金銭債

権債務の残高の範囲内

で、為替相場の変動リ

スクを軽減するため、

外貨建取引毎に、個別

為替予約を行ってい

る。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性の評価

方法 

為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一

金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の

為替相場の変動による

相関関係は完全に確保

されているので、中間

決算日における有効性

の評価を省略してい

る。 

④ヘッジの有効性の評価

方法 

同左 

④ヘッジの有効性の評価

方法 

為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一

金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の

為替相場の変動による

相関関係は完全に確保

されているので、決算

日における有効性の評

価を省略している。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によってい

る。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用している。これによる損益に

与える影響はない。 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用して

いる。これによる損益に与える影響

はない。 

――――― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は25,245百万円であ

る。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成している。 

――――― 

  



(追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(たな卸資産の評価基準及び評価方

法) 

 従来、補助材料については重要性

が乏しく、簡便な最終仕入原価法を

採用していたが、新たな基幹業務シ

ステムを平成16年11月より導入した

ことに伴い、11月度より総平均法に

よる原価法に変更した。この変更は

主要原材料の評価基準及び評価方法

と統一し、本来の会計処理に改める

ことを目的としたものである。従っ

て前中間会計期間は従来の方法によ

っているが、当中間会計期間と同一

の方法を採用した場合と比べ、損益

への影響は軽微である。 

――――― 

  

――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

19,020百万円 19,821百万円 19,438百万円 

２ 保証債務 銀行借入に対する保証債務 

上海昭和高分子 
有限公司 

518百万円

エターナルショ
ウワハイポリマ
ーCo.,Ltd. 

119百万円

計 637百万円

銀行借入に対する保証債務 

上海昭和高分子
有限公司 

731百万円

エターナルショ
ウワハイポリマ
ーCo.,Ltd. 

135百万円

計 866百万円

銀行借入に対する保証債務 

上海昭和高分子 
有限公司 

734百万円

エターナルショ
ウワハイポリマ
ーCo.,Ltd. 

130百万円

計 864百万円

※３ グループ内預け

金 

グループ内預け金は、昭和

電工㈱の子会社である昭和

ファイナンス㈱に対する預

け金であり、昭和電工グル

ープ内の資金を一元化して

効率活用することを目的と

している。 

同左 同左 

  

※４ 手形債権の流動

化 

受取手形の譲渡代金2,657

百万円を未収入金に計上し

ている。 

受取手形の譲渡代金2,636

百万円を未収入金に計上し

ている。 

当期末において、受取手形

の譲渡代金のうち資金化し

ていない金額を未収入金に

計上している。 

譲渡高 2,579百万円

未収入金 2,379百万円

※５ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債「その他」に含めて表示

している。 

同左 ――――― 

※６ 中間会計期間末

日満期手形の会

計処理 

――――― 当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったが、

同日に決済が行われたもの

として処理している。 

当中間会計期間末日の満期

手形は次のとおりである。 

未収入金
(受取手形 
譲渡代金) 

440百万円

――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のう

ち重要なもの 

受取利息 10百万円 受取利息 12百万円 受取利息 20百万円

※２ 営業外費用のう

ち重要なもの 

支払利息 8百万円 支払利息 5百万円 支払利息 17百万円

※３ 特別損失のうち

重要なもの 

――――― 環境改善
関連費用 

279百万円

投資有価証券
評価損 

37百万円

貸倒引当金
繰入額 

15百万円

施設利用会員権 
評価損等 

83百万円

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 

無形固定資産 

  

  379百万円

  48百万円

  

388百万円

56百万円

  

799百万円

104百万円

５ その他 当中間会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額

は、当期において予定して

いる利益処分による固定資

産圧縮積立金等の取崩しを

前提として金額を計算して

いる。 

――――― ――――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加の内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加 23,580株 

  減少の内訳は、次の通りである。 

   昭和電工株式会社を完全親会社とする株式交換による減少 149,996株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 126,416 23,580 149,996 ―



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

有形固定資産「その他」 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

――――― 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

有形固定資産「その他」 

(工具器具備品)

取得価額 
相当額 

3百万円

減価償却累計額 
相当額 

3百万円

中間期末 
残高相当額 

0百万円

  
(工具器具備品)

取得価額
相当額 

3百万円

減価償却累計額 
相当額 

3百万円

期末残高相当額 0百万円

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 0百万円

１年超 0百万円

計 0百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

――――― 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 0百万円

１年超 ―百万円

計 0百万円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定している。 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

している。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項なし。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、平成18年５月16日開催の当社取締役会において、昭和電工株式会社を完全親会社、当社を完全子会社と

する株式交換を行なうことを決議し、同日付にて株式交換契約書を締結した。また、同契約は平成18年６月29日開

催の当社定時株主総会において承認を受けた。 

(1) 株式交換の相手会社の名称等 

(2) 当該株式交換の目的 

当社は、昭和電工グループの機能性高分子事業の中核会社として、創業以来70年にわたって蓄積してきた独自の

技術を駆使し、人と環境の調和を目指し顧客ニーズを的確に反映した製品開発により成長を続けている。しかしな

がら、今後の機能性高分子事業においては、更なる競争の激化と顧客ニーズの多様化が予想され、当社が持続的な

成長を維持していくためには、昭和電工グループ全体の経営資源の積極的な活用による技術面、営業面でのシナジ

ー効果の早期顕現が不可欠であり、当社は株式交換により、昭和電工株式会社を完全親会社とすることにした。 

(3) 株式交換比率 

昭和電工株式会社は、株式交換に際して発行する普通株式30,551,428株を、株式交換日の前日の最終の当社の株

主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録された株主(実質株主を含む。)に対し、その所有する当社の普通

株式１株につき、昭和電工株式会社の普通株式0.90株の割合をもって割当交付する。ただし、昭和電工株式会社が

所有する当社の普通株式20,489,066株については、昭和電工株式会社の普通株式を割当交付しない。 

(4) 株式交換の日 

平成18年９月１日 

(5) 昭和電工株式会社の資産・負債(平成17年12月31日現在) 

  

名称： 昭和電工株式会社 

本店所在地： 東京都港区芝大門一丁目13番９号 

代表者の氏名： 取締役社長 高橋 恭平 

資本金： 110,451百万円(平成17年12月31日現在) 

事業の内容： 石油化学製品、ガス製品、特殊化学品、電子・情報関連製品、 

無機化学品、アルミニウム製品等の製造及び販売 

流動資産 205,589百万円   流動負債 262,265百万円 

固定資産 562,346百万円   固定負債 304,336百万円 

資産合計 767,935百万円   負債合計 566,601百万円 

      資本合計 201,333百万円 

      負債資本合計 767,935百万円 



(2) 【その他】 

平成18年９月29日開催の取締役会において、第107期の中間配当を行うことを決議した。 

  

中間配当金総額 190百万円

１株当たりの額 3円50銭

中間配当基準日 平成18年８月31日

支払請求権の 
効力発生日及び支払開始日 

平成18年10月25日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
  
  
  
  
  
  

臨時報告書 
  
  
  
  
  
  

  
証券取引法第24条の５第４項(半期報告
書及び臨時報告書及びその写しの提出
等)及び企業内容等の開示に関する内閣
府令第19条第２項第６号の２(提出会社
が完全子会社となる株式交換に係る契
約が締結された場合)の規定に基づくも
の 
  

  

  
平成18年５月16日 
関東財務局長に提出。 
  
  
  
  
  
  

(2) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第106期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

昭 和 高 分 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和高

分子株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、昭和高分子株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

監査法人 不 二 会 計 事 務 所 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  星  野  紘  紀  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  田  中     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

昭 和 高 分 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和高

分子株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、昭和高分子株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

監査法人 不 二 会 計 事 務 所 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  星  野  紘  紀  ㊞ 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  田  中     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

昭 和 高 分 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和高

分子株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第106期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、昭和高分子株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

監査法人 不 二 会 計 事 務 所 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  星  野  紘  紀  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  田  中     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

昭 和 高 分 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和高

分子株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第107期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、昭和高分子株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

監査法人 不 二 会 計 事 務 所 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  星  野  紘  紀  ㊞ 

代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士  田  中     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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